
様式第１号（第３条関係） 

4 松(教研)第 480 号 

令和 ５年 １月１１日 

（宛先）松山市監査委員 

松山市教育長 前田 昌一  

 

令和 4 年度 定期監査結果報告に基づく措置通知書 

令和 4 年 11 月 11 日付松監第 36 号の定期監査結果報告に基づき，又は当該監査の結果を

参考として講じた措置の状況について，地方自治法第 199 条第 14 項の規定等により通知し

ます。 

所管部課 教育委員会事務局 

教育研修センター事務所 
所管課等長氏名  光岡 葉子 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（４）小学校、中学校 

・情報資産取り扱い機器一覧表の適正な整備

について 

小学校 8 校、中学校 4 校では、監視カメラ

映像が保存されたレコーダーを情報資産取り

扱い機器一覧表に記載していない状況が見受

けられた。また、久米中学校では、情報資産

取り扱い機器一覧表に記載しているＵＳＢメ

モリの本数が現物と一致していない状況が見

受けられた。さらに、久米小学校及び小野中

学校では、情報資産取り扱い機器一覧表に管

理者や使用場所等の記載がなかった。 

今後においては、情報資産取り扱い機器の

適正な整備を徹底されたい。 

［五明小学校・日浦小学校・福音小学校・

久米小学校・窪田小学校・双葉小学校・ 

みどり小学校・味生小学校・桑原中学校・

久米中学校・小野中学校・南中学校］ 

 

むすび 

記録媒体等管理台帳等の適正な整備について 

松山市情報システム管理運営要綱におい

て、保有する記録媒体等について記録媒体等

管理台帳を整備し、適正に管理しなければな

らないと定められているが、公民館ではパソ

コン、保育所では監視カメラ等を記録媒体等

管理台帳に記載していない状況等が見受けら

れた。 

また、各学校の教育情報セキュリティ実施

手順において、情報資産を取り扱う機器や媒

体は情報資産取り扱い機器一覧表のとおり管

理すると定められているが、監視カメラを情

報資産取り扱い機器一覧表に記載していない

状況やＵＳＢメモリの本数が一致していない

状況等が見受けられた。 

記録媒体等の紛失による情報漏えい等のセ

（４）小学校、中学校 

・情報資産取り扱い機器一覧表の適正な整備

について 

 小学校 8 校、中学校 4 校については、監視

カメラ映像が保存されたレコーダーを情報資

産取り扱い機器一覧表に記載するよう直ちに

連絡し、適切に記載したことを確認するとと

もに、全市立小中学校に記載するよう通知を

行った。 

 久米中学校については、ＵＳＢメモリの本

数が情報資産取り扱い機器一覧表と一致して

いないことについて確認したところ、一覧表

が最新の状態に更新されていないことが判明

したため、直ちに更新するよう連絡し、適切

に更新したことを確認した。 

久米小学校及び小野中学校については、情

報資産取り扱い機器一覧表の書式を見直し、

現在は適切に管理していることを確認した。 



キュリティ事故を防ぐために、記録媒体等管

理台帳や情報資産取り扱い機器一覧表等の管

理は遵守すべき重要なことである。所管部署

においては、情報資産を取り扱う職員のセキ

ュリティ意識の向上と記録媒体等管理台帳等

の適正な整備について指導を徹底されたい。 

 

 



様式第１号（第３条関係） 

４松(高)第６２６号 

令和５年１月１１日 

（宛先）松山市監査委員 

松山市長 野志 克仁  

 

令和４年度 財政援助団体監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年1月11日付松監第41号の財政援助団体監査結果報告に基づき，又は当該監査の結

果を参考として講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知

します。 

所管部課等 保健福祉部 高齢福祉課 所管課等長氏名  髙市 直樹 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

松山市総合福祉センター 

①業務責任者の通知について 

松山市総合福祉センターの管理運営に関

する基本協定書第 5 条に規定されている管

理業務の範囲において、同条第 2 項には業

務責任者を選任し、速やかにその者の役職

及び氏名を松山市に通知することが義務付

けられているが、業務責任者の役職及び氏

名を松山市に通知していない状況が見受け

られた。 

担当課においては、基本協定書に基づき速

やかに通知するよう指導されたい。 

 

②指定期間を超過した第三者への委託につ

いて 

松山市総合福祉センターの管理運営に

関する基本協定書第 8 条第 1 項に、事前

に松山市の承諾を受けた場合は、管理運

営業務の一部を第三者に委託することが

できるとしているが、第三者に委託した

業務の契約期間が、指定管理者として指

定する期間（平成 31年 4月 1日～令和 6

年 3 月 31 日）を超過する長期継続契約

が 2 件あった。 

指定管理者の指定は、期間を定めて行

うものとされており、その指定期間を超

過した第三者への委託はできないため、

早急に改善されたい。 

 

松山市総合福祉センター 

① 業務責任者の通知について 

 

指定管理業務に係る業務責任者の役職及

び氏名を速やかに松山市に通知するように

指定管理者へ指導を行い、通知を受理した。 

 

 

 

 

 

 

 

② 指定期間を超過した第三者への委託に

ついて 

 

指摘を受けた２件の契約について、指定

管理者に対し改善するように指導を行い、

指定管理期間内で契約を終了する措置を講

じた。 

 



様式第１号（第３条関係） 

４松（道後）第９０号 

令和５年１月１７日 

（宛先）松山市監査委員 

松山市長 野志 克仁  

 

令和４年度 財政援助団体監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年1月11日付松監第41号の財政援助団体監査結果報告に基づき，又は当該監査の結

果を参考として講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知

します。 

所管部課等 産業経済部 道後温泉事務所 所管課等長氏名  山内 充 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

未来へつなぐ道後まちづくり事業開催等負

担金 

・私費による立替払について 

郵送代等において、事務局職員が私費に

よる立替払をしている状況が複数見受けら

れた。 

立替払は、地方自治法上認められておら

ず、松山市財務会計規則にも基づかない不

適正な会計処理である。また、本来は支払

いが見込まれる期日前に資金前渡を活用し

た事務手続きをすべきところを、適切な時

期に支出事務を行わず、事務処理の遅延も

見受けられたほか、精算処理が行われてい

なかった。 

事務局規程には支出その他の財務に関す

る事項については、松山市財務会計規則の

例によることとされており、今後において

は、適正かつ計画的な会計事務を行うよう

徹底されたい。 

未来へつなぐ道後まちづくり事業開催等負

担金 

・私費による立替払について 

再発防止に向けて、立替払は不適切な会

計処理であることを職員に周知徹底すると

ともに、資金前渡払にし、精算書による過

不足分処理とするよう改め、立替払が発生

しないよう会計事務を改善している。 

また、支払いが見込まれる期日前に資金

前渡し、資金前渡金について、精算時期到

来時、速やかに精算手続きを行うよう事務

処理を改めた。 

 

 

 

  



様式第１号（第３条関係） 

松(教地)第 400号 

令和５年１月２４日 

 

（宛先）松山市監査委員 

 

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和4年度 定期監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年1月20日付松監第45号の定期監査結果報告に基づき，又は当該監査の結果を参考として

講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知します。 

所管部課等 教育委員会事務局 

 地域学習振興課 
所管課等長氏名  西 口 力 生 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

１ 収入事務について 
（６）公民館費雑入 

・自動販売機設置に係る契約書の未作成につい

て 

公民館 16 館及び分館 26 館に設置している

自動販売機は、年度ごとの契約となっている

が、令和 4 年度の契約を締結することなく、販

売手数料等を徴収している状況が見受けられ

た。 

契約書は契約内容を明確にし、契約の履行を

確保するための重要な手続きであるため、今後

においては適正な事務処理に努められたい。 

 

１ 収入事務について 
（６）公民館費雑入 

・自動販売機設置に係る契約書の未作成につい

て 

 令和 4 年度の契約については、令和 4 年 10

月 31 日に、相手方と契約書を締結し、販売手

数料を適正な状態で徴収しています。加えて、

令和 5 年度以降は、適正な事務処理を徹底す

るよう指導しました。 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第３条関係） 

４松(東)第６号 

令和５年２月３日 

 

（宛先）松山市監査委員 

 

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和4年度 定期監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年1月20日付松監第45号の定期監査結果報告に基づき，又は当該監査の結果を参考として

講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知します。 

所管部課等 秘書広報部 東京事務所 所管課等長氏名  中 矢 光 一 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

１ 東京事務所管理事務の支出事務につい

て 

・私費による立替払について 

自動車借上料について、資金前渡金は所長名

義の銀行預金口座で管理しているが、自動車借

上料を現金で支払う際、事前に資金を受け取る

ことなく、職員が私費による立替払を行い、後

日、銀行預金口座から現金を引き出している状

況が複数見受けられた。 

立替払は、地方自治法上認められておらず、

松山市財務会計規則にも基づかない不適正な

会計処理であるため、改められたい。 

 

１ 東京事務所管理事務の支出事務につい

て 

・私費による立替払について 

 自動車借上料について、監査期間中の令和 4

年 11 月に事務手続きを見直し、常時、一定額

の資金を金庫に管理して、私費による立替払

を行わないよう改めました。 

今後は、資金管理を徹底するとともに、関

係法令等に従い適正な事務処理に努めてまい

ります。 

 

 

 

 

 

  



様式第１号（第３条関係） 

4松(保体)第 685号 

令和5年3月20日 

 

（宛先）松山市監査委員 

 

松山市教育長 前 田 昌 一   

 

令和4年度 定期監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年1月20日付松監第45号の定期監査結果報告に基づき，又は当該監査の結果を参考として

講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知します。 

所管部課等 教育委員会事務局 保健体育課 所管課等長氏名 野 口 信 隆 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

１ 収入事務について 

（１）保健体育総務費負担金 

・日本スポーツ振興センター災害共済掛金収納

事務の委託について 

日本スポーツ振興センター災害共済掛金に

かかる保護者負担金について、納付書払で納入

を受ける場合、コンビニエンスストア及びスマ

ートフォン等の電子機器を利用した決済サー

ビスによる収納方法も対応している状況が見

受けられた。歳入の収納事務を私人に委託でき

るものは、地方自治法施行令に定められるもの

に限られており、負担金については、市の規則

に定めるものに限るとされている。当該負担金

は規則に定めがないため、引き続き収納事務を

委託する場合は、松山市財務会計規則等を適正

に整備されたい。 

 

 

（２）学校給食費雑入 

・自動販売機販売手数料の請求事務の遅延につ

いて 

自動販売機販売手数料の収入については、自

動販売機設置に関する契約書第 5 条第 2 項に

「手数料は、毎月末締めで計算し、売上明細書

を市に提示し、翌月末までに市に支払うものと

する」と規定されているが、請求事務の遅延に

より翌月末までに支払われていない状況が見

受けられた。 

今後は、契約書の規定に沿った適正な事務処

理に努められたい。 

 

１ 収入事務について 

（１）保健体育総務費負担金 

・日本スポーツ振興センター災害共済掛金収納

事務の委託について 

 松山市財務会計規則を令和５年１月６日付

で改正し、日本スポーツ振興センター災害共

済掛金にかかる保護者負担金を追加するとと

もに、地方自治法施行令の定めに基づき、そ

の旨を令和５年１月１０日に告示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学校給食費雑入 

・自動販売機販売手数料の請求事務の遅延につ

いて 

 今回の指摘を受け、相手方のシステムに登録

し、インターネット上で請求金額を確認し、速

やかに調定処理が行えるよう改めるとともに、

事務マニュアルを精査し、支払期限と調定処理

についての注意書きを追加することで再発防

止を講じることとした。 

 なお、本契約については、相手方からの申し

出により、今年度末で契約を終了し、4 月以降

に自動販売機も撤去することとなった。 

  



様式第１号（第３条関係） 

４松(観国)第３９１号 

令和５年３月２４日 

 

（宛先）松山市監査委員 

 

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和4年度 定期監査結果報告に基づく措置通知書 

令和5年3月22日付松監第57号の定期監査結果報告に基づき，又は当該監査の結果を参考とし

て講じた措置の状況について，地方自治法第199条第14項の規定等により通知します。 

所管部課等 産業経済部 観光・国際交流課 所管課等長氏名  森 本 智 恵 

措置の状況   ■措置を講じた  □措置を講じる予定  □措置を講じない 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

１ 収入事務について 

（１） 観光総務使用料 

１）二之丸史跡庭園使用料 

・二之丸史跡庭園使用料徴収を私人に委託す

る場合の告示について 

二之丸史跡庭園の入園料・茶室等使用料は、

松山市城山公園及び公園内施設（松山城天守

閣・城山索道施設・松山城二之丸史跡庭園）等

指定管理者管理業務仕様書で、使用料等の徴収

が委託業務内容として定められている。歳入の

徴収事務を私人に委託したときは、地方自治法

施行令第 158 条第 2 項により告示するものと

規定されているが、平成 30 年 4 月の委託開始

時から告示していない状況が見受けられた。今

後においては、法令等に基づいた適正な事務処

理に努められたい。 

 

２）交流ホール等使用料 

・交流ホール等使用料徴収を私人に委託する

場合の告示について 

松山城観光交流ホール等の使用料は、松山市

城山公園及び公園内施設（松山城天守閣・城山

索道施設・松山城二之丸史跡庭園）等指定管理

者管理業務仕様書で、使用料等の徴収が委託業

務内容として定められている。歳入の徴収事務

１ 収入事務について 

（１）観光総務使用料 

１）二之丸史跡庭園使用料 

・二之丸史跡庭園使用料徴収を私人に委託す

る場合の告示について 

 二之丸史跡庭園使用料徴収を私人に委託す

る場合の告示については、直ちに処理を行い、

令和 4 年 12 月 14 日付で告示を行った。 

 今後は、関係法令等に基づいた適正な事務処

理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

２）交流ホール等使用料 

・交流ホール等使用料徴収を私人に委託する

場合の告示について 

交流ホール等使用料徴収を私人に委託する

場合の告示については、直ちに処理を行い、令

和 4 年 12 月 14 日付で告示を行った。 

 今後は、関係法令等に基づいた適正な事務処

理に努める。 



を私人に委託したときは、地方自治法施行令第

158 条第 2 項により告示するものと規定され

ているが、平成 30 年 4 月の委託開始時から告

示していない状況が見受けられた。今後におい

ては、法令等に基づいた適正な事務処理に努め

られたい。 

 

（４）旅客運輸使用料 

・旅客運輸使用料徴収を私人に委託する場合

の告示について 

ロープウェイ及びリフトの使用料は、松山市

城山公園及び公園内施設（松山城天守閣・城山

索道施設・松山城二之丸史跡庭園）等指定管理

者管理業務仕様書で、使用料等の徴収が委託業

務内容として定められている。歳入の徴収事務

を私人に委託したときは、地方自治法施行令第

158 条第 2 項により告示するものと規定され

ているが、平成 30 年 4 月の委託開始時から告

示していない状況が見受けられた。今後におい

ては、法令等に基づいた適正な事務処理に努め

られたい。 

 

 

（５）城閣観覧手数料 

・城閣観覧手数料徴収を私人に委託する場合

の告示について 

松山城天守観覧料は、松山市城山公園及び公

園内施設（松山城天守閣・城山索道施設・松山

城二之丸史跡庭園）等指定管理者管理業務仕様

書で、使用料等の徴収が委託業務内容として定

められている。歳入の徴収事務を私人に委託し

たときは、地方自治法施行令第 158 条第 2 項

により告示するものと規定されているが、平成

30 年 4 月の委託開始時から告示していない状

況が見受けられた。今後においては、法令等に

基づいた適正な事務処理に努められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）旅客運輸使用料 

・旅客運輸使用料徴収を私人に委託する場合

の告示について 

旅客運輸使用料徴収を私人に委託する場合

の告示については、直ちに処理を行い、令和 4

年 12 月 14 日付で告示を行った。 

 今後は、関係法令等に基づいた適正な事務処

理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）城閣観覧手数料 

・城閣観覧手数料徴収を私人に委託する場合

の告示について 

城閣観覧手数料徴収を私人に委託する場合

の告示については、直ちに処理を行い、令和 4

年 12 月 14 日付で告示を行った。 

 今後は、関係法令等に基づいた適正な事務処

理に努める。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

 教育委員会事務局学校教育課・保健体育課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘４）校納金（学校給食費を含む）の未納

対策（P.154） 

  

学校給食費を含む未納校納金の減少に資

するとは限らないが、少なくとも教職員が個人

的に未納校納金を立て替えたり、会計間で融

通をしなくて済むように、松山市は対策を講じ

なければならない。 

 

平成２９年に「学校納入金未納処理マニ

ュアル」を作成し、納入確約書の取得、督

促の手法、納入に至るまでの経緯を記載す

る個別調書の作成等を示し、未納対策に学

校全体で適正に取組むよう指示するとと

もに、教職員等の研修を行っている。 

 また、平成２８年度以降、毎年、担当職

員が全小中学校へ出向き、会計処理等の監

査を行い、未納の現状把握や対応等につい

て確認し、指導を行っている。 

 令和４年度からは学校給食費を公会計

化し、教材費等も含めて校納金の口座振替

事務を松山市が行うこととした。これに合

わせて、再振替や児童手当からの特別徴収

を実施し、滞納者への対応を松山市として

もフォローするなど、未納対策を講じてい

る。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

保健福祉部 高齢福祉課（広域福祉施設事務組合） 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘 11）事業計画に沿った運営ができて

いるかの検証 

 

 上記のとおり、平成 28 年度において広

域福祉施設事務組合には事業計画がない。

松山市においては、広域福祉施設事務組合

の事業計画や経営効率化に向けた努力の

要否を評価せずに分担金を負担している

ということになり、明確な定量的根拠を持

たないまま税金を投入していることにな

る。 

 監査人としては、行政が毎事業年度にお

いて民間の社会福祉法人等に対し、施設の

建替えを目的として補助を行ったりはし

ないことを踏まえると、「分担金」自体が

不要であると考えるが、広域福祉施設事務

組合では平成 29 年度から事業計画を策定

し、経営効率化及び経営改善に向けた努力

を行っていくということであるため、松山

市が広域福祉施設事務組合の事業計画の

合理性を評価し、経営改善の進捗状況を監

視しながら「分担金をいくらにすべきか」

という議論を行うべきであろう。 

松山広域福祉施設事務組合は、令和元年度

から施設の経営改善及び経費削減を含め

た事業計画を策定しており、毎年度、庁内

関係課でその改善状況や分担金等につい

て評価検証を実施している。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

保健福祉部 高齢福祉課（養護老人ホーム事務組合） 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘 12）事業計画及び施設更新計画に基

づく施設運営継続の検討 

 

 検出事項に記載のとおり（163～168頁参

照）、養護老人ホーム事務組合は、江南荘

の入居者が減少する中、既に分担金収入に

大きく依存する施設運営となっている。こ

のまま利用者が減少していくと、松山市ほ

か構成市町が負担する分担金が増加しか

ねない。将来の市民負担増を回避するた

め、まず養護老人ホーム事務組合にて経営

効率化に向けた自助努力が必要である。 

具体的には、入居者増加の可否を評価した

上で歳出削減を中心とする経営改善事業

計画を策定し、また、老朽化した施設の建

替えに係る事務組合施設運営基金の投資

を検討する必要がある。 

 入居者増加の可否を評価するにあたり、

まず、入居者が定員の 80%を下回っている

要因分析とその解決策の策定を行うとと

もに関係各所に対する積極的な働きかけ

等による反応を考慮して、実現可能な入居

者を見積もる必要がある。 

歳出削減については、従来から入居者定員

250名に対して定員数41名で職員を配置し

ているが、入居率が 80％を継続的に下回る

状況において過剰な人員を配置している

ことを改善すべきである。 

 なお、入居者増加の可否を評価するにあ

たり、江南荘が建設後 43 年経過した施設

であって老朽化しているのみならず、国が

求める介護保険法に対応する施設基準を

満たしておらず、特定施設への移行ができ

ないなど、セーフティネットの施設として

社会が必要とする施設設備環境でないこ

とが入居者減少に繋がっており、経営が悪

化している大きな要因であることを踏ま

える必要がある。そのため、養護老人ホー

ム事務組合が平成 29 年度に実施中の施設

長寿命化計画を受け、時代のニーズに対応

した施設への更新可否も併せて検討する

 松山養護老人ホーム事務組合の経営改

善について以下のとおり措置対応した。 

 

①令和元年度から、施設の経営改善及び経

費削減を含めた事業計画を作成している。

(現在、令和 3 年度～5 年度の第 2 期目) 

 また、老朽化した施設の改修は構成団体

の分担金を増額せず、施設運営基金を活用

し進めている。 

②江南荘が入所者定数の 80％を下回って

いる主な要因は、施設老朽化による影響及

び福祉事務所等への周知不足、サービス付

高齢者向け住宅をはじめとした高齢者向

け民間施設の増加などが考えられる。そこ

で、構成市町・福祉事務所・各病院(地域医

療連携室)との連携強化並びに地域包括支

援センターや社会福祉協議会などへの広

報活動の強化により入所者増加への対応

をしている。 

③施設の職員配置については、入所者定数

ではなく現に入所している人数に対応し

た職員配置に改善している。 

④江南荘の廃止検討について、定員を下回

るものの、同施設は各基準に準拠した養護

老人ホームであり、松山圏域に必要なセー

フティネットとして需要があるため、廃止

は行わない。 

 

 また、公共施設等管理計画を策定し、今

後の施設整備を行っていく。 
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ことになるであろう。 

 事業計画を策定した結果、建替えに伴い

多額の分担金の増加が見込まれる場合や

事業計画策定後において受託事業収入の

実績が事業計画を大きく下回り単年度収

支が悪化することが想定される場合には、

事業計画を再検討するだけでなく、江南荘

の廃止に向けた検討を行う必要がある。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

保健福祉部 高齢福祉課（養護老人ホーム事務組合） 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘 13）松山養護老人ホーム診療所事業

特別会計に係る人件費の計上誤り 

 

 松山養護老人ホーム診療所に係る診療

報酬請求事務担当者の人件費約 8,000千円

(概算)が過去から養護老人ホーム事務組

合一般会計で計上されていた。すなわち、

養護老人ホーム事務組合の歳出額が同額

過大、診療所特会の歳出が同額過小であっ

たことになる。 

 特定の事業を行うため一般の歳入歳出

と区分して処理するという特別会計の趣

旨からすると、当該人件費は松山養護老人

ホーム診療所事業特別会計で計上すべき

である。 

平成 31 年 4 月 1 日から、診療所事業特別

会計で計上している。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

保健福祉部 高齢福祉課（養護老人ホーム事務組合） 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘 14）事業計画に沿った運営ができて

いるかの検証 

 

 上記のとおり、平成 28 年度において養

護老人ホーム事務組合では事業計画を策

定していない。 

松山市においては、養護老人ホーム事務組

合の事業計画や経営効率化に向けた努力

の要否を評価せずに分担金を負担してい

るということになり、明確な定量的根拠を

持たないまま税金を投入していることに

なる。 

 利用者の減少によって分担金負担が増

加する可能性があるため、松山市は養護老

人ホーム事務組合の事業計画の合理性を

評価し、経営改善の進捗状況を監視するべ

きである。 

 事業計画を策定した結果、建替えに伴い

多額の分担金の増加が見込まれる場合や

事業計画策定後において受託事業収入の

実績が事業計画を大きく下回り単年度収

支が悪化することが想定される場合には、

事業計画を再検討するだけでなく、江南荘

の廃止に向けた検討を行う必要がある。 

松山養護老人ホーム事務組合は、令和元年

度から、施設の経営改善及び経費削減を含

めた事業計画を策定しており、毎年度、庁

内関係課でその改善状況や分担金等につ

いて評価検証を実施している。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

総務部 文書法制課・産業経済部 市場管理課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘５）問題のある市場関係者を長期間

処分できなかったことについて 

 

 前述の「(3) 問題のある市場関係者を処

分するルールについて」に記載のとおり、

問題のある市場関係者を処分するルール

として、水産市場条例第 22 条に基づく許

可の取り消しがあるが、許可取り消しとい

う行政処分を実施するにあたり、必要な手

続きを定めた適切なルールが存在してい

なかったため、この手続きのルールを定め

た要綱の策定に時間を要したために、追加

の未収金の発生を1 年以上もの間止めるこ

とができなかった。 

 現市場管理課の上席者及び担当者にな

ってからは決算期をまたぐような長期に

わたる債権未回収と最終的に徴収不能と

なりうる案件は発生したことはないとの

ことであるが、徴収期限を過ぎても納付さ

れず未収となるケースはそれまでにも

度々あったようであり、リスク管理を考え

ればもっと早くに対策を練って長期未回

収となることを想定したルール作りをす

べきであったと考えられる。 

 したがって、本件について問題のある市

場関係者に対して条例に基づく適切な処

分を適時に実行できなかったのは行政処

分に係る手続きの未整備が原因であった

と考えられることから、水産市場条例以外

の松山市の条例に基づく罰則規定等が行

政手続きの未整備または整備不良によっ

て実効性のないものとなっていないか、本

件を対岸の火事とは考えずに他の部課に

おいても改めて確かめていただきたい。 
 

【文書法制課】 

(1) 各課等が不利益処分をする際の処分基

準について，令和元年１１月１５日を期

限として実施した全庁調査の結果を基

に，処分基準を未設定としているものの

妥当性，設定している処分基準の有効性

を分析中であったところ，全国的な押印

の見直しの流れを受け，令和３年１月２

２日を期限として行政手続の見直しに

係る全庁調査を実施したため，当該調査

結果を踏まえ，改めて令和４年２月２５

日を期限として処分基準に係る全庁調

査を実施した。 

  その結果リスト化した松山市の不利

益処分全５５９処分の処分基準の設定

の有無及び処分基準の根拠法令を確認

し，その妥当性や有効性を分析したとこ

ろ，処分基準は全て適正なものであっ

た。 

(2) 本市の条例の罰則規定は，各所管部署

での適正な運用によって実効性のある

ものになっていると考えているが，従来

から採用年度別研修で不利益処分をす

る際のルールを職員に研修しており，さ

らに，令和元年度以降は職階別研修や各

部局の新任者研修等で，職員への研修を

強化している。 

 

【市場管理課】 

令和２年６月に改正市場法が施行され、

市場開設者（松山市長）が許可権者として

卸売業者への立入検査をはじめ、指導監督

をすることとなった。 

また、卸売業者以外の取引参加者等につ

いても、条例等で規定する事項を遵守させ

るために必要な指導・監督体制を確保する

こととされた。 

上記の改正を受け、改正後の監督処分等

の不利益処分について、松山市行政手続条

例に基づく手続、処分基準を再確認すると

ともに、令和４年３月に「松山市中央卸売



 

 

 

（別紙１） 

市場卸売業者等に係る行政指導等に関す

る要綱」、「松山市公設花き地方卸売市場卸

売業者等に係る行政指導等に関する要綱」

及び「松山市公設水産市場卸売市場卸売業

者等に係る行政指導等に関する要綱」を策

定し、市場の関係条例・規則に規定されて

いる行政指導、改善措置、命令及び監督処

分をより実効性のあるものとした。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

 環境部 環境モデル都市推進課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘１）ごみ処理原価計算方法のルールの

整備 

 

採用した計算方法を継続的に適用し、誰がご

み処理経費の計算を実施しても同一の計算

結果となるために、マニュアル等によるごみ処

理経費の計算方法を定めたルールの整備が

必要である。 

令和2年度分から環境省の一般廃棄物会

計基準に則ったごみ処理原価計算を行う

こととした。また、継続的に同一の計算結

果となるよう、同会計基準に基づく計算方

法等のマニュアルを令和４年６月に策定

した。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

 環境部 環境モデル都市推進課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘２）ごみ処理経費計算と決算書他各種

統計数値との整合性の確認 

 

市はごみ処理経費計算結果の適正性を検証

し、集計される経費データの網羅性及び計算

の正確性を担保するためには、ごみ処理経

費計算と決算書他各種統計数値との整合性

を確認しておく必要がある。しかしながら、松

山市ではごみ処理経費と決算書等との整合

性について確認を実施していない。 

また、決算書との不整合がある場合には、そ

の理由の合理性について確認しておくべきで

ある。ごみ処理経費計算の集計シートを工夫

することにより、ごみ処理経費とそれ以外のデ

ータの合計値が決算数値と一致していること

を確認できるような仕組みを構築することが必

要と考える。 

ごみ処理経費の算出は、主に環境省の一

般廃棄物処理事業実態調査への回答デー

タを基礎とするため、実態調査回答作成時

に、一般廃棄物処理に係る経費とともに、

それ以外の経費も集計しながら、決算書デ

ータと金額を突合できるシートを作成し

た。 

これにより、決算書データと常に整合を

取りながら集計作業を行う仕組みとした。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

 環境部 環境モデル都市推進課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘３）資産の取得原価と固定資産台帳と

の不整合 

 

固定資産台帳は新地方公会計制度により、

会計上の価額管理及び減価償却計算のため

作成が必要であり、一方、施設減価償却年割

一覧はごみ処理経費を構成する重要な要素

である減価償却費を計算するために作成が

必要となる。 

いずれもその作成根拠や目的は異なるもの

の、減価償却計算の基礎である取得原価は

基本的には固定資産の金額と一致するはず

であり、その差額については合理的な理由が

求められる。松山市は施設減価償却年割一

覧上の取得原価について固定資産台帳との

整合性を確認する必要がある。 

また、横谷埋立センターの工作物のように、

固定資産の計上がごみ処理経費計算の対象

資産には含まれていないが、新地方公会計

の固定資産台帳には含まれている施設もあ

る。 

減価償却計算の主要素である対象資産・耐

用年数が適切でないと、結果として減価償却

費の計算に大きな影響を与える可能性がある

ので、この点についても十分な注意が必要で

ある。 

施設減価償却年割一覧は、クリーンセン

ター等の建設時の工事費総額をもとに取

得原価を設定している。一方、固定資産台

帳は門・柵・塀等の工作物を個別に計上し

ており、平成 28年度に固定資産台帳を整

備した際、工作物毎の取得価額を個別に把

握できない場合、不明として計上している

ものや、工事費から按分して算出している

ものがあるため、取得原価と差額が生じて

いるものである。 

令和２年度分から導入した環境省の一

般廃棄物会計基準では、新地方公会計に基

づいて整備された固定資産台帳をもとに

計上することとなっているため、今後は、

固定資産台帳を用いて、減価償却の計算や

資産の計上を行う。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

 総務部・契約課，理財部・資産税課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

 

（指摘２）他社との業務委託の未検討につい

て 

 

 上記「（ａ）土地評価システム評価替え業務

委託の随意契約について」に記載のとおり、

当該業務委託は約 30 年間（評価替えごとに

計 10 回）同一の事業者との随意契約をして

おり、システムの著作権を理由に他社との取

引の可能性を検討することなく取引を実行し

続けている。しかし、その契約実態を見るや、

システム以外で実施される当該業者による評

価のためのデータ基盤が主たる成果物であ

り、その成果物を基に全路線価の算出及び

維持管理をする土地評価システムとは分けて

発注することも可能であった。そのため、シス

テムの著作権を一者特命の第一の理由とす

ることに正当性はないといえる。また、類似契

約に関する他市実施の調査結果においても

一者特命でない中核市が多いことからも当該

評価業務ができる業者がほかに存在しないわ

けではないため、本来であれば随意契約に

先立ち少なくとも相見積もりが必要となる契約

となるはずである。 

 この点、上述の表＜随意契約の理由＞に

記載の通りの松山市の回答があったが、いず

れも「一者特命」であることに対する理由では

なく、「他社に依頼したとすれば追加開発コス

トが高くなる可能性が高い」ことを示す主観的

な理由であり、他社への相見積もりや追加開

発コストの試算に基づく客観的な証拠を提示

するものではなかった。 

そのため当該契約方法は委託契約に関する

松山市のルールの趣旨に反しており、約 30

年もの間他社との契約の機会が失われたこと

で業務効率の改善の検討機会を逸失したと

いう問題に加え、たとえその間に経費削減の

ための契約の一部見直しが行われていたの

だとしても、他社との相見積もりや競争入札の

未実施であったために適正な取引価格であ

るか否かが長期間検討されていないという重

 

【 資産税課 】 

 

 令和４年度の土地評価システム評価替え業

務委託において、以下のとおり業者選定を見

直した。 

・委託内容を「路線価要因等の調査・更新と

結果データ作成業務」と「土地評価システム」

に分割した。 

・「路線価要因等の調査・更新と結果データ

作成業務」は、令和４年７月に競争入札を実

施し、落札業者と契約を締結した。 

・「土地評価システム」は、現在の税基幹シス

テムとの連携機能を構築済みのため、評価替

え年度の令和６年度までは、現在のシステム

を使用する。 

以降については、税基幹システムの再構築

の状況に合わせ検討を進める。 

 

 

【 契約課 】 

 

 何故当該相手方しか業務履行ができないの

かを詳細に記録に残し、必要に応じ、客観的

な根拠資料（法令等の規定、履行確認を行っ

た詳細な確認記録、他者の参考見積等）を添

付するよう運用を改めた。 

また、実態を最も理解している担当課が責

任をもって随意契約理由等を確認するため、

随意契約チェックリストに新たに所属長による

確認欄を設け、チェック機能を強化した。 

 さらには、随意契約の適正な運用に繋げる

ため、今回の指摘事項及び上記見直し事項

を庁内に周知した。 
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大な問題があげられる。 

 現在はデータ基盤を管理できるシステムを

導入するなど契約の見直しができる環境を整

えているとの松山市の説明ではあるが、今

後、実態を誤って解釈して一者特命随意契

約が正当化されることがないように、「契約の

実態」を意識したチェック機能が働くような松

山市の対応が望まれるところである。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

  理財部   納税課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘４）過去の履行実績の有無を選定条件

とすることの是非 

 

 上記「市税催告センター業務（以下、この項

目において「催告センター業務」の委託業者

選定について」に記載のとおり、松山市は市

税催告センター業務の委託業者の指名競争

入札の選定において、過去の履行実績の有

無を選定の条件としているが、契約時の資料

を見ると、この履行実績とは「官公庁」におけ

る同種・類似業務の履行実績のことである。 

 この「官公庁」に限定する行為が催告センタ

ー業務において妥当かどうかについては、監

査人が把握している限りでは「官公庁」に限定

されることによるプラスの効果は「公債権の回

収業務」に関する知識やノウハウがあることと

考えられるが、この催告センター業務では滞

留した債権の事後処理についての複雑な知

識や経験を有しなければできない業務ではな

く、債権回収のために架電・受電するノウハウ

や仕組みを持っている業者であれば履行可

能な業務であると推認されることから、「官公

庁」に限定されることによるプラスの効果は限

定的であると考えられる。 

 他方、「官公庁」に限定されることは新規業

者の参入を制限することになる。もしこのよう

な選定条件をすべての官公庁が採用した場

合には、新規参入業者が全く生まれなくなる

という機会の公平性の阻害の要因となり、入

札によるコスト逓減効果が減退するという有効

性の阻害の要因にもなるからである。したがっ

て、「官公庁」に限定されることによるマイナス

の効果は決して小さいとは言えないと考えら

れる。 

 また、上述の「個人情報保護」「目的外利用

の防止」などは一般商取引で当然に求められ

る法律上や契約上の義務であるため、民間

企業相手の債権回収業者でも一定規模以上

であれば必要な体制やルールを持っている

はずであり、これは入札時の「仕様書」等に明

示して入札前にその体制やルールの提示を

令和４年度の市税催告センター業務委

託の業者選定で、委託業者の選定条件を

「官公庁での電話催告業務の履行実績」か

ら「民間を含む電話催告業務の履行実績」

へ見直しを行った。 
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求めて評価すればいいだけのことであるか

ら、「官公庁」の受託実績に限定しうる理由に

なるとは思えない。 

 このようにして考えると、官公庁の受託実績

を選定条件として、原則的な選定業者数を下

回る選定業者数とする例外的な取扱いをする

ことは、「委託契約事務の手引き」のルールを

逸脱する行為であると考えられる。今後の契

約にあたっては、例えば、民間契約を含む一

定規模以上の債権の催告業務の受託実績の

有無にとどめて選定範囲をより広くすること

や、一般競争入札を検討するなど、契約事務

における適切な改善が必要と考えられる。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

   理財部   財政課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

 

（指摘 1）売却可能資産の範囲及び内訳注記

の記載誤り 

 

松山市は上記注記の売却可能額を記載し

ていると説明した 96 百万円について、売却

可能額ではなく貸借対照表における簿価を

記載しており、売却可能額を記載していない

ことが判明した。 

また、松山市は注記の（ ）内に事業用資

産・土地の貸借対照表上における簿価総額

を記載していた。 

本注記の趣旨は、売却可能資産の売却可

能額と貸借対照表上の簿価を示すことで、財

務書類の利用者に売却可能資産の含み損益

情報を提供するところにあると思われる。 

現状の様な注記の趣旨と異なる金額を記

載すると、財務書類の利用者に誤解を与えか

ねない記述となってしまうことから、記載内容

の再確認と記述の訂正が必要である。 

 

 

ご指摘を踏まえ、令和 2年度松山市財務

書類の注記の見直しを行い、「5追加情報

（2）貸借対照表①売却可能資産の範囲及

び内訳イ内訳」に売却可能資産の売却可能

額と簿価を記載した。 

今後は、総務省の「統一的な基準による

地方公会計マニュアル」に基づき、適切か

つ明瞭な財務書類の作成を行っていく。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

  消防局 地域消防推進課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

 

（指摘）消防ポンプ蔵置所跡地の普通財産へ

の区分遅れ 

 

 粟井分団３部ポンプ蔵置所の土地について

は、令和２年度の未利用地調査で利用の見

込みがないものと判断され、さらに令和２年 10

月に消防ポンプ蔵置所が取り壊されているに

もかかわらず、令和３年度においても、地域

消防推進課が依然として行政財産として所管

している。 

行政財産は行政目的達成のために使用され

るものであるため、更地（施設がない）の状態

の土地で、未利用地調査において利用の見

込みがないものと判断された時点において普

通財産に変更されなければならないはずであ

る。 

 

今回の指摘を踏まえて、令和３年 11月

に、行政財産から普通財産への区分変更を

行いました。 

なお、業務フローを作成し、担当内で共

有しました。今後は作成したフローに沿っ

て業務にあたることとし、適正に事務を処

理します。 
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外部監査での指摘事項の措置通知書 

  理財部   管財課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

 

（指摘 8）個別施設計画における集計誤り

について 

 

 個別施設計画の⑤清掃・雨水・公園の区

分において、従来型のコスト見込み部分に

対象ではない 196か所の施設合計 3.6億円

が誤って含まれていた。そのため、⑤清

掃・雨水・公園の 10 年間での従来型のコ

スト見込み額が 8.6億円、削減見込み額が

7.7 億円と掲載されているところ、正しく

は前者が 5.0億円、後者は 4.1億円と訂正

する必要がある。 

 

 令和 3年度末の松山市公共施設等総合管

理計画の改訂にあわせて、指摘事項とされ

た個別施設計画における集計誤りを訂正

した。 

  


